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冬期有明海における鉛直混合強度の現地観測

In Situ Measurements on Vertical Mixing in the Ariake Bay in Winter

齋 田倫範1・ 矢野 真一 郎2・ 田井 明3・ 志 岐慎 介4・ 重 田真一5・ 小 松利 光6

Tomonori SAITA, Shinichiro YANO, Akira TAI, Shinsuke SHIKI, Shinichi SHIGETA and

Toshimitsu KOMATSU

Recently, deterioration of the aquatic environment in the Ariake Bay has been a serious social problem. It is pointed out

that a change of vertical mixing caused by decrease of tidal current led to the deterioration. In this study, in order to

evaluate vertical mixing in the Ariake Bay quantitatively, in situ measurements on turbulent velocity shear by using a mi-

crostructure profiler were carried out. As a result of this study, it is recognized that values of eddy viscosity coefficient

Kz in the area off Oura are 10-5-10-1m2/s. On the other hand, relatively large values of Kz are observed in the area off

the Shimabara Peninsula, whose value was at least 10-3m2/s. It is concluded that strong tidal current in the area off the

Shimabara Peninsula can strengthen vertical mixing.

1.　は じめ に

内湾 をは じめ とす る沿 岸域 にお ける鉛 直方向 の乱流 微

細構造 は,水 環境 に大 きな影 響 を与 え ると考え られ る.

例えば,乱 れは懸濁物質 の凝集や フ ロックの崩壊 を引 き

起 こす ため,乱 流特性量 を用い たフ ロックの凝集促進 や

崩壊現 象 の定 式化 がwinterwerpら(2006)に よ り行 な

われて い る.ま た,近 年 では浅海域 にお ける植物 プ ラン

ク トンの分布 や増殖 に対 す る乱流微細構造 の役割 が議論

され て い る(例 え ば,Gallagerら,2004).村 上 ら

(2004)は,内 湾 を対 象 とした数 値 シ ミュ レー シ ョンを

行 な う際に用 い る鉛直渦動粘 性係数 を推 定す るための乱

流 モデルの違 いが 内湾全 体の流 れ場 の計算結果 に非常 に

大 き く影響 す ることを指 摘 して いる.こ の ように乱流 微

細構造 が沿岸 域 における種 々の環境要 因に対 して大 きな

影響 を及 ぼ して いる ことは認識 されてい るが,そ の計 測

の困難 さか ら知見が不足 して いる.

このよ うな背景か ら,従 来海洋 を中心 と して行 なわれ

て きた乱流微 細構造 の観 測が近年 では沿岸域で も積極 的

に実施 されて いる.例 えば,Fisherら(2002)やRippeth

ら(2001)はROFI (Region Of Freshwater Influence)に

お ける流速 シアーや乱 流混合 と成層 の相互作用 を解 明す

図-1　有明海の概略図 と観測点の位置

るために乱流微細構造プ ロファイラによる乱流 エネルギー

散 逸率 の周期 的な変化 に関 す る観測 を行 な って いる.わ

が国 にお いて も,別 府湾,広 島湾,瀬 戸 内海,英 虞湾 に

お ける観測例(高 杉 ら,1995;橋 本 ・高杉,1998;長 尾

ら,2004;長 尾 ら,2005)が あ る.し か し,乱 流微細構

造 の直接測定 につ いて は未 だに観測 や解析 の方法論 が議

論 されて お り(Rogetら,2006),更 な る知 見 の蓄積 が

必 要 といえる.

近年,水 環境 の悪化 が顕 著で ある有 明海 にお いて も,

塩淡成層 の継続 による赤潮 や貧酸素水塊 の頻発化 や懸濁

物質 の動態変 化 に伴 う透 明度 の上昇等 の諸 問題 と近年 の

潮流流速 の減 少 に起因 する鉛 直混合力 の低 下 との関連性

が議論 されてい る.塚 本 ・柳(2002)は 数 値 シ ミュ レー
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図-2　 観 測 当 日の大 浦 の潮汐(上 図:2006

年2月18日,下 図:2007年2月19日)

(ハ ッチは観測 時 間帯 を示 す.)

シ ョン結 果か ら有 明海 にお ける潮流 振幅 の変化 が成層状

態 の変化 に及 ぼす影響 を評価 し,有 明海湾奥西部 で成層

が発達 しやす くな った ことを示 してい る.ま た,定 量評

価 は十分 に行 なわれてい ない ものの,島 原半 島沿 岸 にお

ける大 きな潮流流速 が強 い鉛 直混合 を もた らしてい るこ

とが矢野 ら(2004)に よ って示唆 されて いる.し か しな

が ら,有 明海 において乱流微細構造 の直接測定 を実施 し

た例 は松 野 ・中 田(2004)や 堤 ・松 野(2008)に よ る諌

早湾 口の観測 のみであ る.そ こで本 研究で は,強 い鉛直

混合 が生 じるとされてい る島原半 島沿岸,な らびに成層

が発達 しやす くな った とされ ている有明海湾奥西 部 にお

ける鉛 直混合強度 の定量 評価 を目的 と して,乱 流微 細構

造 プ ロファイラを用 いた有明海 にお ける乱流微細構 造 の

計測 を試 みた.

2.　観 測 概 要

現 地観 測 は図-1に 示 す長 崎 県 島原 市 有 明沖 のSta.A

(32°51'58"N,130°20'58"E;WGS84,平 均水 深15

m),お よ び佐賀 県藤津郡 太良 町大 浦沖 のSta.B(32°58'

40"N,130°14'54"E;WGS84,平 均水 深25m)で 実

施 した.観 測項 目は両観 測 と もに乱流 微細構造 プ ロファ

イラを用 いた乱流 シアーの測定,超 音 波 ドップ ラー流速

計(以 下,ADCP)を 用 いた流動観測,な らびに多項 目

水質計 を用 いた塩分 ・水 温観測 であ る.な お,乱 流 微細

構造 プ ロ フ ァイ ラ と して ア レック電 子社 製TurboMAP9

(以下,タ ー ボマ ップ)を 使用 した.タ ーボマ ップは主

に乱流 の鉛直 シアーを512Hzで 測定す る観測機器 であ り,

機器 の詳 細 や測 定原理 につ いてはWolkら(2002)に お

いて述べ られて いる.ま た,タ ーボマ ップ による測定 に

つ いては取 得 データの信 頼性 の向上 のため に一 回の測定

につ き複数 回機器 を投入 して データ取得 を行 なった.

(1)　Sta.A(有 明沖)に おける観測

図-3　 ア メ ダス(島 原)に お け る観測 当 日の

風 速 ・風 向(上 図:2006年2月18日,

下 図:2007年2月19日)

図-4　 観測 実施 時 の σtの 分 布(左

図:Sta.A,右 図:Sta.B)

Sta.Aに お け る観測 は2006年2月18日 の半 潮汐 間(9:

30～16:00)に わ たって実 施 した.観 測当 日の大浦検 潮

所 における潮位変動 と観測 時間帯 を図-2に 示す.乱 流 シ

ア ーの測定 は,タ ーボマ ップを約0.5m/sで 海底か ら自由

浮上 させ なが ら行 な った.ADCPに よる流 速 の鉛直 分布

測定 にはWorkhorseADCP1200kHz(RD-Instruments社 製)

を用 いた.ADCPは 層厚:0.5m,ブ ラ ンク:1.0m,サ ン

プ リング間 隔:2sに 設 定 した.ま た,多 項 目水 質 計

(ア レ ック電子 社製ACL220)に よ る塩 分 ・水温 の鉛 直

分 布測定 を併 せて実施 した.観 測実施 時の気象 はアメ ダ

ス(島 原)の 気象 デ ータに よる と,2月17,18日 の降水

量 はいず れ もOmmで あ った.観 測 中の風速 は図-3に 示

す よ うに2～4m/s程 度 の北西風 で あ った.観 測実施 時の

成層状況 と して,多 項 目水質計 によって測定された塩分 ・

水 温 か ら算定 した密度 の指 標で あ るσtの 分布 を図-4に

示 す.表 層 と底層 の σtの差 が0.0～0.8程 度 で あ り,混 合

した状況下 での観測で あ った といえ る.

(2)　Sta.B(大 浦沖)に お ける観測

Sta.Bに お ける観 測 は2007年2月19日 の半 潮汐間(11:

00～15:30)に わた って実 施 した.乱 流 シアーの測定 は

Sta.Aと 同様 に ターボ マ ップ を約0.5m/sで 自由浮 上 させ

なが ら行 な った.ADCPに よ る流 速 の鉛 直分布測定 に は

WorkhorseADCP600kHz(RD-Instruments社 製)を 用 い

た.ADCPの 設定 は層厚:1.0m,ブ ラ ンク:1.6m,サ ン

プ リング間隔:2sで あ る.ま た,多 項 目水質 計(ワ イ

エス アイ ・ナ ノテ ック社製YSI6600)に よる塩 分 ・水温

の鉛直分 布測定 を実施 した.観 測実 施時 の気象 は,2月

18,19日 の降水量 はいずれ も0mmで あ った.観 測中 の

風 速 は図-3に 示 す よ うに4m/s程 度 の北風 で あ った.成

層 状況 につ いては,図-4に 示 す よ うに表層 と底層 の σt

の差 が0.3～0.7程 度 とSta.Aに お ける観測 実施 時 と比較

す る と大 きな値 を とって いたが,顕 著 な密度 躍層 は形成
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図-5　 2006年2月18日 のSta.Aに お ける鉛直 渦動 粘性係 数Kzの 鉛 直分布

図-6　 2007年2月19日 のSta.Bに お ける鉛直 渦動 粘性 係数Kzの 鉛 直分布

され てお らず,混 合 した状況下 での観測で あった と考え

られる.

3.　デ ー タ処 理 方 法

乱流 エ ネル ギー散 逸率 εは乱流 シアーデータのス ペク

トル を積 分 して得 られ る シア ーの分散 か ら式(1)に よ っ

て求 め られ る.そ こで,本 研究 で はターボマ ップで測定

された乱流 シアーよ り乱流 エネルギ ー散逸率 を算 出 した.

(1)

ここで,u'は 水平方 向の乱 れ速 度,zは 鉛直座 標(上 向

きを正),vは 海水 の動粘性 係数,φ(k)は 乱流 シアーの

スペ ク トルで あ る.

乱 流 シアーの スペ ク トル を厚 さ1m(デ ー タ数 約1024

個)の 層 ごとに算 出 し,求 め られ た乱流 シアーの スペ ク

トル を波数k1か らk2ま での積分 区間 で積分 す る ことに

よ り εを算定 した.本 研究 で は,厚 さ1mの 層 の デー タ

を用 いて スペク トルを算 出 して いるのでk1を1cpmと し

た.一 方,k2に ついて は,式(2)か ら求 まるKolmogoroff

ス ケール に対 応 す る波 数ks(cpm)とk2と の比較 を行 い

なが らk2増 加 させて計 算を繰 り返 し,ｋ2とksと が等 し

くなった時点 での εを結 果 と して用 いた.

(2)

同 様 の 手 法 を 用 い て εを 計 算 す る際 にベ ンチ マ ー ク と

して用 い られ るNasmythス ペ ク トル(Nasmyth,1970)

との フ ィッテ ィ ングを行 い,ス ペ ク トルがNasmythス

ペ ク トルか ら大幅 にず れる場 合 はエ ラーデー タと した.

ま た,ksが 機 器 の振動 の影響 が 出現 す る波 数帯 よ りも

高波数側 にあ る場合 には,そ の波数帯 にお ける実 際のス

ペ ク トルが波 数 の増加 に伴 ってNasmythス ペ ク トル と

同様 の勾配 で減少 す ると考 え,Nasmythス ペ ク トルを積

分す る こととした.な お,シ アーセ ンサーの計測条件 よ

り,タ ーボマ ップの浮上速 度が一定 であ る必要 があ るた

め,浮 上速度 が一定 と見なせ る範囲 のデ ータのみを使 用

して解析 を行 って いる.よ って,タ ー ボマ ップが加 速す

る領 域 で あ る海 底面 か ら約4～5m以 内 の デー タ は解 析

対象外 であ る.

次 に,本 研究 にお け る鉛 直渦動粘 性係 数Kzの 算 出法

につ いて説 明す る.圧 力動揺 によ る乱 れの発生 と乱 れ エ

ネルギーの拡散 の影響 は十分 に小 さい と し,さ らに現象

が定常 とみなせ る と仮 定す ると乱流 エネルギー方 程式 は

式(3)と なる.

(3)

ここで,w'は 鉛直 方向 の乱 れ速 度,Uは 水 平方 向の平

均 流 の速度,gは 重力 加速度,ρ0は 海水 の平 均密度,

ρ'は 密度偏差 で ある.第 一項 は平均 流 の シアー による

乱流 エネルギーの生成,第 三項 は浮力 フ ラックスを示 す.

両 観測 とも冬季 混合期 の観測 で あ り,σtが ほぼ一様 で

あ った ことか ら本研 究で は第 三項 の影響 は他 の2項 と比

較 して十分 に小 さいと考 えた.こ の場合,鉛 直渦動粘性

係数Kzは 以下 の式で表現 され る(Thorpe,2005).
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図-7　 ADCPに よ り測定 され た流速(絶 対値)の 時間 変化(左 図:2006年2月18日Sta.A,右 図:2007年2月19日Sta.B)

図-8　 乱流 エネルギー散逸率 εおよびADCPに より測定 された流速 シアーの時間変化(左 図:2006年2月18日Sta.A,右 図:2007年2月19日Sta.B)

図-9　 鉛 直渦動 粘性 係数Kzの 時間変 化(左 図:2006年2月18日Sta.A,右 図:2007年2月19日Sta.B)

(4)

ここで,平 均流 の シアーdU/dzはADCPに よ り得 られた

流速 デー タか ら幅1mで 速度勾配 を算 出 してKzの 算定 に

用いた.

4.　結 果 と考 察

図-5,6に 鉛直渦動粘 性係数Kzの 鉛直分布 を示す.測

定 はSta.Aで は6セ ッ ト,Sta.Bで は5セ ッ ト実施 したが,

各 セ ッ トにおけ る計測回数 は時間帯 によ って異な る.ま

た,Sta.B周 辺 は海 底地形 の変 化が非 常 に大 きい海 域 で

あ ったた め,時 間帯 によって取得 で きたデー タの範囲 が

大 き く異 なってい る.な お,表 層 付近で は波 浪の影響 に

よ りターボマ ップの上昇速度 にわずか な加速 と減速が生

じて いたが併 せて 図示 して い る.こ の結果 よ り,Sta.A

にお けるKzの 値 は10-3～10-1m2/sで あ ることがわか る.

一 方,Sta.Bに お け る値 は10-5～10-1m2/sで あ り,Sta.A

と比較 す ると水深 や潮時 による変化 が顕著 であ った.特

に,底 層 側 ほど大 きな値 となるよ うな傾向 がみ られ,中

底層 では10-3～10-1m2/sの 値で あ った.

図-7にADCPに よ り測 定 され た流速,図-8に 乱流 エ

ネル ギー散逸 率 εお よ びADCPに よ り測定 され た流 速

シアーの二 乗値,図-9に 鉛 直渦動 粘性係 数Kzの 時 間変

動 を示す.な お,表 層,中 層,底 層の各1点 を代表 して

示 してお り,い ず れ の値 も各 セ ッ トの平均 値 で ある.

Sta.Aで は乱流 エネルギー散逸率 が憩流時 に極小値 をと っ

てお り,流 速 の変化 に対応 して増 減 して い ることが確認

で き る.ま た,上 げ潮時以外 は乱 流 エネルギー散逸率 が

水深方 向 にほぼ一様 な値 とな ってい る.こ のよ うな潮汐

に対 応 した乱流 エネル ギ ー散 逸率 の変 化 は松野 ・中 田

(2004)に よ る諌早 湾沖 の観測 で も捉 え られて いる.し

か し,表 層(水 深3m)と 中層(水 深5m)で は満潮 前後

で乱 流 エネル ギー散逸率 の値 に1オ ー ダー程 度 の違 いが

見 られ る.上 げ潮 と下 げ潮 とで流速 シアーの大 きさに違

いが見 られ ることか ら,こ れ は上 げ潮 と下 げ潮 の現象 の

非対称性 を示唆 してお り,今 後一潮 汐間 にわ た る観 測 を

実施 して検 証す る必要 が ある.Sta.Bで は下 げ潮時 に底

層(水 深16m)で 乱流 エネ ルギー散逸率 が増加 してい る

の に対 して表層(水 深3m)で は減少 してお り,底 層 と

表層 とで1～2オ ーダーの差を示す時 間帯 が生 じてい る.

また,下 げ潮 時 に中層(水 深9m)に お け る乱流 エネル

ギ ー散逸率 の値が表層 や底 層 と比べ て急 激 に上昇 してお

り,乱 流 エネルギ ー散逸率 の変動特性 が水深 によ って異

な って いるのが確認 でき る.こ れ は,下 げ潮時 に乱流 エ

ネルギー散逸率の増大 と対応するように底層の流速 シアー

が大 き くな ってい ること,お よび中層 よ り先 に底層側 で

流速 シアーの顕著 な増大が生 じていることか ら乱れの ソー
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スが海 底摩擦で ある ことが一因 と考 え られ る.両 測点で

生 じる乱 流 エネル ギー散逸率 の最大 値 は,Sta.Bで は下

げ潮後 半の中底層 で10-7～10-6W/kg程 度で あ ったの に対

して,Sta.Aで は憩流時以 外 の時 間帯 に全層 で10-6～10-5

W/kgで あ り,Sta.Bよ り1～2オ ーダー大 きい値 を示 して

いた.こ の こと は,Sta.Aの ほ うが高 い乱流 エ ネルギ ー

散逸率 が生 じやす い ことを示 してお り,こ れ は島原半島

沿岸 において生 じる大 きな潮流流速 の影響 と推察 され る.

Sta.Aに お け るK2は 水深 や潮時 によ らず10-2m2/s程 度

で あ ったが,こ れ は流速 シアーの変 動 と対応 するよ うに

乱流 エネルギ ー散逸率 が変化 していたためで あ る.一 方,

Sta.Bに お いては,中 底層 で流速 シアーが大 き くな る下

げ潮 時を除 けば表層側 で流速 シアーが大 き くな って いた

のに対 して,乱 流 エネルギ ー散逸率 に大 きな違 いはな く,

Kzは 水深 が大 き いほ ど大 きい傾 向を示 して いた.観 測

当 日に北 風 が連 吹 して いた こ とやADCPで 測定 され た

北方流速 が憩流時 において も表層 で他の層 よ りも大 きな

南 向 きの流れ を示 していた ことか ら,表 層 の流速 シアー

は吹送 流の影響 と考 え られ る.ま た,両 観測 の結 果を比

較 す ると,Sta.Bに お ける観 測実 施時 の ほ うが潮差 が大

きか った に も関 わ らず,KzはSta.Aの ほ うが1～3オ ー

ダー程度 大 きい.こ れ は,湾 奥 に流 入 した河川水 に よる

塩淡成層 が島原半 島沿 岸の大 きな潮 流流速で弱 め られ る

とい う矢野 ら(2004)に よ る報告 やSta.Aを 含 む島原沖

か ら三角沖 を混 合水域,Sta.Bを 含む その北側 と東 側 を

内湾域水域 と した青 山(1977)の 海 域分類 を支持 す る結

果 とな って いる.

5.　ま と め

2006年2月18日,お よ び2007年2月19日 に有 明海 にお い

て乱流微細 構造 プ ロファイ ラを用 いた観測 を実施 し,有

明海 にお ける鉛直渦動 粘性係数 の推 定を行 な った.得 ら

れ た主 な結果 は以下 の とお りで あ る.

1)　有 明沖の乱流 エネルギ ー散逸率 は大浦沖 よ り1～2オ ー

ダー大 き く,潮 汐 に よ く対応 した変動 を示 してい た.

一方
,大 浦沖 では水 深 ごとに乱 流 エネルギー散 逸率 の

変動 特性が異 な って いた.

2)　大 浦沖 にお け る鉛直 渦動粘性 係数 の値 は10-5～10-1m2

/sで あ り,中 底層で比較 的大 きい値 を示 して いた.

3)　有 明沖 にお け る鉛直 渦動粘性 係数 の値 は10-3～10-1m2

/sで あ り,大 浦沖 と比 較す る と水 深や潮時 によ る変化

は小 さか った.

4)　乱 流 エネルギー散逸率お よび渦 動粘性係数 は ともに大

浦 沖 よりも有 明沖の ほうが大 き く,島 原半 島沿岸 にお

け る大 きな潮流 流速 によって鉛 直混合が促進 され る こ

とが定量的 に示 唆 され た.

本研究 で用 いた2地 点 の デー タは水 深 や潮差 な どの条

件 に違 いがあ るた め更 なる検 討が必要 であ る.今 後 は,

夏 季成層期 に一潮 汐間 の観 測を実施 し,成 層場 におけ る

や鉛直混合 強度 の潮汐周期 の変動 を捉 えたい.
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